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特集 日本のイノベーション（価値創造）をアップデートする
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C O N T E N T S

要　約

1 日本の産業界、特に製造業は、多発する品質問題、海外企業との競争激化などの問題
に直面しており、ますます深刻化する人手不足、海外企業と比較したシステム不足とい
った不安要因を抱えている。

2 不安要因への対応として、デジタル技術を活用したプロセスイノベーションを推進する
ことが重要となる。これまでは各社がそれぞれ独自にデータ活用の高度化を図る取り組
みが主流であったが、最近では社外と連携したデジタル活用やArtificial Intelligence 

（AI）技術の発達を取り込んだ取り組み事例が生まれ始めている。
3 プロセスイノベーションは、業界横断型プロセスイノベーションとして「垂直プラット

フォーム活用型」「水平プラットフォーム活用型」、企業内プロセスイノベーションとし
て「AI活用型」「リソース多様化型」の 4 つの類型に整理される。

4 企業がプロセスイノベーションを実現するためには、「目指す姿の具体化」「体制構築」
「合意形成」が重要である。特に活動初期フェーズにおいて目指す姿を適切に具体化す
るとともに、実行力のある体制を構築することが求められる。

5 日本政府としても、プロセスイノベーションを後押しすることで日本企業による不安要
因への対応を促進することが重要である。加えて、ソフトウエアの重要性がますます高
まると想定されることから、政府としてIT人材の育成支援を拡大する必要がある。

和田尚之

デジタル技術を活用した
プロセスイノベーションの新たなカタチ
自動車業界を中心とした事例を題材に
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Ⅰ	新たな局面を迎えつつある
	 プロセスイノベーション

日本を代表する企業の一つであるトヨタ自
動車が、2024年 3 月期に製造業企業として過
去最大となる営業利益 5 兆円超を記録したこ
とは記憶に新しい。この記録はソフトバンク
が2019年 3 月期に記録した2.35兆円を大きく
上回るものであった。一つの経営指標のみで
評価を下すことは避けるべきだが、この結果
は日本製造業の強さを示す一事例であるとい
える。

一方、2023年 5 月19日、ダイハツ工業より
国土交通省に対して、型式指定申請時に不正
行為があった旨が通知された。その後も国土
交通省の指示により業界全体について行われ
た調査から、その他の自動車メーカーなど 5
社が性能試験における不正を行っていたこと
が明らかとなった。同様の不正は自動車業界
以外でもたびたび発生しており、大きな社会
的関心を集めるに至っている。こういった好
調な業績や不正の発生などは、元をただせば
各社の業務プロセスの質と因果関係があると
いえる。つまり、業務プロセスが洗練されて
いる会社の方が業務効率が高いため好業績と
なりやすく、反対に業務プロセスのどこか 1
カ所でも問題があると企業経営に影響を与え
かねないトラブルが起きる可能性があるとい
うことである。

本稿では、経営の重要な要素である業務プ
ロセスに着目し、近年見られる業務プロセス
イノベーション（＝業務プロセスの変革）の
新たな傾向について分析を行う。たとえば、
ソフトウエアの重要性の高まりに応じて新た
なプレーヤーが参入し、専門的なプラットフ

ォームを提供することで業界構造が変化しつ
つあるという事例や、数人の現場社員しか対
応できないような高度な業務をAIが代替し
た事例などを取り上げる。さらに、各企業が
プロセスイノベーションを実現するために必
要なポイントを整理する。併せて、日本政府
として、日本企業のプロセスイノベーション
を促進するためにどのようなアプローチが考
えられるかについて提言を行う。

すでにデジタルトランスフォーメーション
（DX）によって自社の競争力を高める活動が
継続的な盛り上がりを見せているが、DXの
広大な対象領域のうち、プロセスに関連する
部分を対象に分析するのが本稿のテーマであ
る。

当該領域に関して、これまではデジタル技
術を導入して個社でデータ活用をする取り組
みが主流であったが、ここにきて社外と連携
したデジタル活用やAI技術の発達を取り込
んだ事例が出現してきている。本稿では、そ
れらの潮流の変化を踏まえた分析を行ってい
く。

Ⅱ	プロセスイノベーションの
	 重要性

1 本稿における
 プロセスイノベーション

一般的に、プロセスイノベーションはプロ
ダクトイノベーションと比較して論じられる
ことが多い。プロダクトイノベーションはこ
れまでにない価値を持った製品を開発するこ
とであり、たとえばAppleによる「iPhone」
が代表例である。一方、プロセスイノベーシ
ョンは製品の新規性の有無によらず、企画／
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製造／販売する過程での変革であり、付加価
値向上やコスト削減のために行われる。

本稿では、プロセスイノベーションのう
ち、複数のプレーヤーが共通的に活用するプ
ラットフォームや高度なAIなどのデジタル
技術を活用した先進事例を対象として論じる
こととする。

2 製造業が置かれている
 環境変化への対応策としての
 プロセスイノベーション

製造業では人手不足や海外企業との競争激
化といった問題にいかに対応するかというこ
とが課題であるが、プロセスイノベーション
が有効な解決策となる。

はじめに日本の製造業が置かれている状況
について整理する（図 1 ）。

進行する状況変化として、ここでは「業務
効率不足／人手不足」と「システム不足」を
取り上げたい。前者について、経済産業省が
従業員30人以上の製造業 2 万5000社に対して
2023年12月から2024年 1 月に実施した調査に
よれば、直近 1 年間に無形固定資産（ソフト
ウエア、特許権など）への設備投資を行った
企業の投資目的は、 1 位が「業務効率化やコ

スト削減（41.0％）」、 2 位が「旧来型の基幹
システムの更新や維持メンテナンス（39.7
％）」であった（複数回答）。また、同調査で
DX活動の目的として最も多く挙げられたの
が「業務効率化、生産性向上（69.6％）」で
あった（複数回答）。これらの調査結果か
ら、業務効率向上は多くの製造業にとって課
題となっていることが分かる。

人手不足については、特にIT人材の不足
が指摘されている。たとえば、経済産業省が
2018年度に実施した調査によれば、日本の産
業界におけるIT人材の需給ギャップは2030
年時点（中位シナリオ）で約45万人と推計さ
れている。

また、独立行政法人情報処理推進機構が
2020年に公表した「IT人材白書」によれば、
ユーザー企業のIT人材の「量」に対する過
不足感について、2019年度調査では33.0％が

「大幅に不足している」、56.0％が「やや不足
している」と回答し、IT人材の「質」に対
する過不足感について、同2019年度調査では
39.5％が「大幅に不足している」、51.0％が

「やや不足している」と回答しており、IT人
材が質・量ともに不足している傾向が分かる。

次に「システム不足」について、総務省の

図1　日本の製造業が置かれている状況

進行する状況変化 起きている／起き得る事象

業務効率不足／人手不足 品質問題の発生

システム不足 競争力低下
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「情報通信白書令和 6 年版」によれば、日米
の民間情報化投資は1995年を基準にすると、
2022年時点で米国は17倍程度まで増加してい
るのに対し、日本は 2 倍程度にとどまってい
る。なお、製造業と非製造業の投資傾向につ
いて、経済産業省の調査によれば、2006年か
ら2022年においてソフトウエア投資額として
は非製造業が製造業のおおむね 2 倍強の投資
額で一定しているため、製造業に限ってみて
も日米の投資額の伸びは大きく差が開いてい
るといえる。

ここまで整理してきた状況変化の結果とし
て、「品質問題の発生」や「競争力の低下」
が一部で生じていたり、生じる可能性が高ま
っていたりする。たとえば、人材不足の現場
では納期に間に合わせるためにリソース配置
に無理をすることがあるが、その結果として
品質低下を招き、品質問題を起こしてしまう
ことが考えられる。

あるいは、システム投資の不足が複雑化す
る業務に対する工数増加を招いたり、増加す
る情報の一元管理ができなかったりすること
から、トレーサビリティの確保が難しくな
り、結果として品質管理レベルが低下した
り、納期などの観点での競争力低下が引き起
こされたりすることが考えられる。また、業
務効率が低下するとリードタイムやコスト
面、品質面で海外企業と差が出て競争力が低
下するリスクがある。

なお、「業務効率不足／人材不足」と「シ
ステム不足」は相互に関係しており、（業務効
率の不足を含む）人材不足の結果、システム
構築に必要な人材を配置することができずに
システム整備ができなかったり、そのために
業務効率を上げることができず、ますます人

材不足の影響が大きくなることも想定される。
本稿で扱うデジタル技術を活用したプロセ

スイノベーションは、これらの状況に対応す
るためのオプションとなる。たとえば、デジ
タル技術を活用した共通基盤で各社が業務を
行うことでデータ連携の負担が軽くなった
り、情報を手動で行うことによるミスを防い
だり、トレーサビリティが強化されること
で、競争力の低下や品質問題の発生を防ぐこ
とができたりする可能性がある。

具体的には、業務効率が向上した結果とし
て、十分な時間を割いて品質面の検討やより
短いリードタイムでの製品開発ができるよう
になると考えられる。もちろん、従来のプロ
セスイノベーションを推進することも重要で
あるが、今後は処理する必要がある情報量が
増大するなどの状況変化により、従来の手法
では対応し切れないケースが増えてくると想
定される。

そうした変化を見据えて、本稿で分析する
ような取り組みを行うことで、状況変化に対
応しながら、さらに競争力を高めることがで
きる。特に、自動車業界では自動運転、高度
な運転サポートなどの開発が進められてお
り、ソフトウエアの複雑性が飛躍的に高まっ
ている。

このような状況に対応するためにも、従来
のプロセスイノベーションだけではなく、よ
り多くの情報量を処理することができるデジ
タルを活用した取り組みを進めるべきであ
る。このとき、システム投資はプロセスイノ
ベーションを実現するための前提条件という
位置づけであり、十分なシステム投資を行う
ことで、より効果的なプロセスが実現できる
点には留意されたい。
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することでさまざまな状況を明らかしたうえ
で処理を行い、価値を生み出すものである。
データ連携の観点から、プロセスイノベーシ
ョンには複数社がかかわるパターンと 1 社の
みで取り組みを行うパターンの 2 つが考えら
れる。ここでは前者を「業界横断型プロセス
イノベーション」、後者を「企業内プロセス
イノベーション」と呼びたい。「業界横断型
プロセスイノベーション」とは、複数企業間
の情報連携を現状よりも拡大することで業務
効率を向上させる取り組みである。一方、

「企業内プロセスイノベーション」とは、個
社内でデジタル技術を活用することでAIに
作業代替させたり、これまでは活用できなか
ったリソースを有効活用したりすることで業
務効率を向上させる取り組みである。

さらに、「業界横断型プロセスイノベーシ
ョン」は、バリューチェーンの複数の段階で
共通基盤を活用する「垂直プラットフォーム
活用型」と特定の段階のみで活用する「水平
プラットフォーム活用型」に分類できる。一
方、「企業内プロセスイノベーション」は、

企業の業績を左右する要因には、国際情
勢、政策動向、グローバル企業の場合は為替
など、自社のコントロールが及ばないものも
多い。一方、プロセスイノベーションは自社
で方針を決めることができる領域の一つであ
る。特に、人材不足、品質問題の発生といっ
た事態に直面する企業にとっては、その重要
性はますます高まっているといえる。

以降では、デジタルを活用した具体的なプ
ロセスイノベーションについて事例を交えな
がら類型化したうえで、分析から得られる示
唆を整理する。最後に、プロセスイノベーシ
ョンを実現するための要諦、政府として求め
られる対応を整理する。

Ⅲ	デジタル技術を活用した
	 プロセスイノベーションの
	 4類型

1 本稿で扱う
 プロセスイノベーションの枠組み

デジタル技術は本質的には、データを連携

表1　デジタル技術を活用したプロセスイノベーションの 4類型

カテゴリー 概要

業界横断型
プロセスイノベーション

A　垂直プラットフォーム活用型
プロセスイノベーション

● バリューチェーンの上流企業と下流企業が情報
連携することができるプラットフォームを活用
することで業務効率化

B　水平プラットフォーム活用型
プロセスイノベーション

● 特定領域を対象としたソリューションを活用す
ることで業務効率化

企業内
プロセスイノベーション

C　AI活用型プロセスイノベーション
● AIを活用し、すでに自動化が進んでいるような
ルーチンワークだけではなく専門的な業務も代
替

D　リソース多様化型
プロセスイノベーション

● 従来はスキル面や柔軟性の面で活用できなかっ
たリソースを活用することで業務を推進
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「AI活用型」と「リソース多様化型」に分類
できる。前者は、従来は高度専門人材に任せ
ていた業務をAIに代替させる取り組みであ
り、当該業務に必要な人的リソースを減少さ
せる活動である。後者は、不足するリソース
に対してこれまでは活用できなかったリソー
スを配置する取り組みであり、人的リソース
を増加させる活動であるため、「AI活用型」
とは真逆のパターンとなる。このように、プ
ロセスイノベーションには合計 4 類型がある
と整理できる（表 1 ）。

なお、個社内において部門間の情報連携を
現状よりも拡大させる取り組みもプロセスイ
ノベーションの一類型であるが、新規性に乏
しいため本稿では対象外とする。以降では各
類型についてその詳細や事例について分析を
行う。

2 各類型の代表事例分析
A　�垂直プラットフォーム活用型�
プロセスイノベーション

〈解説〉
バリューチェーンの上流、下流の企業との

情報連携を拡大する取り組みである。ここで
は、上流企業と下流企業が情報連携するシス
テムとして共通の汎用サービス（プラットフ
ォーム）を活用することを想定している。従
来、紙やPDFで情報のやり取りが行われて
いたうえ、各社は自社の様式で情報整理をし
て開発を進めていたため、情報が各社で分断
されている状況であった。

そのような企業が共通のプラットフォーム
上でやり取りすることで、下流側の企業目線
では、従来よりも設計情報を早い段階で手に
入れることができ、検討の前倒しが可能とな

ったり、上流側の企業目線では下流側に起因
する問題により、方針転換の必要がある場合
に従来よりも早くシステム上で検知できるほ
か、状況の把握もプラットフォーム上でリア
ルタイムに行うことができるなどのメリット
がある。

さらには、設計情報を概念モデルの段階か
ら部分的にでも連携先に共有することによ
り、開発体制の準備などを事前に行うといっ
た開発体制の一体化が可能となるかもしれな
い。

また、上流と下流の企業が同一のプラット
フォームを活用することで、異なるツールを
活用している場合に生じるモデルの変換など
の手間がかからなくなる。加えて、アナログ
方式で情報のやり取りをしている場合、情報
がいつどこから来たものか分からなくなるよ
うな事態が頻発する可能性があるが、垂直プ
ラットフォームを整備して社外も含めた各ス
テークホルダーが同じ情報を見ながら業務を
行うことで、トレーサビリティの確認や異な
るデータを見ていることによる連係ミスを防
ぐことができる。

ただし、本類型の取り組みでは社外に提供
する情報量を増やす必要があるが、提供する
情報項目など、各社内で合意形成が必要であ
り、実施するハードルが相対的に高い活動と
なる。

〈事例〉
本類型の事例は表 2 のとおりである。
ドイツのシーメンスが提供する「Capital」

では、自動車の電気／電子（E／E）システ
ムの仕様作成、設計、製造、メンテナンスな
どのプロセスを一元的にデータでつなぐこと
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築と類似の活動を行っているものと解釈でき
る。

B　�水平プラットフォーム活用型�
プロセスイノベーション

〈解説〉
製品の一部分（メカ、エレキ、ソフトウエ

アなど）の開発に適用可能な汎用サービス
（プラットフォーム）を複数のユーザー企業
に提供するケースである。従来のソリューシ
ョンベンダーによる汎用サービスの開発・提
供に加え、メーカーとGoogleやAmazonとい
った高い技術力を持ったテック企業が連携す
るケースが増加している。

水平プラットフォームは類型としては新し
いものではないが、自動車業界において自動
運転や高度な運転支援技術といったソフトウ
エア領域の開発ニーズの高まりを受けて、こ
れらに対応した新たな汎用サービスが次々に
開発されている状況である。ユーザー企業と
しては、特定領域に特化したプラットフォー
ムを活用することで、業務を効率化できる可
能性がある。特に、業界でデファクトスタン
ダードになっているプラットフォームを活用
すれば、上流企業、下流企業側でも開発ノウ

ができる。従来であれば紙の仕様書や図面を
後工程に渡していたところを、デジタル化す
ることでトレーサビリティの確保やミスの撲
滅、図面設計のデータをそのまま生産工程で
活用できるため、業務効率化が期待できると
ともに、上流企業とのやり取りもプラットフ
ォーム上で行うことで、社外とのやり取りも
効率化できるものと想定される。

日本のMBD（Model Based Development：
モデルベース開発）推進センターは、自動車
産業におけるモデルベース開発（シミュレー
ションにより試作の前に検証を行うことで手
戻りを防止する手法）を推進するための組織
であり、Original Equipment Manufacturer

（OEM）やサプライヤーなどが運営会員企業
となっている。ビジョンの一つとして「すべ
てのプレイヤーが規模の大小を問わずモデル
でつながり高効率な研究開発を推進してい
る」ことを掲げており、モデルベース開発に
関するガイドラインやガイドライン準拠モデ
ルの公表を行っている。取り組みの方向性と
して、プラットフォームを構築しているわけ
ではないが、上流企業と下流企業のデータ連
携をスムーズにするための活動を行っている
という観点では、垂直プラットフォームの構

表2　類型 A  垂直プラットフォーム活用型プロセスイノベーションの事例

事例 概要

シーメンスによる自動車部品開発プラットフォーム
自動車の電気／電子（E／E） システムの仕様作成、設計、
製造、メンテナンスなどのプロセスを一元的にデータでつ
なぐプラットフォームを提供

MBD推進センターによる自動車業界のモデルベース開発ガ
イドライン

自動車のモデルベース開発に関するガイドラインやガイド
ライン準拠モデルを公表

出所）各種公表資料を基に作成
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ハウが蓄積されており、協働が円滑化できる
可能性がある。

〈事例〉
本類型の事例は表 3 のとおりである。
両事例とも、自動車開発におけるソフトウ

エア領域に特化したプラットフォームの提供
に関するものである。ドイツのサプライヤー
であるボッシュとMicrosoftはパートナーシ
ップを締結しており、車両とクラウドを結ぶ
ソフトウエアプラットフォームの開発を行っ
ている。当該プラットフォームはMicrosoft
の「Azure」をベースに構築されており、車
載ソフトウエアの開発、開発したソフトウエ
アの自動車へのダウンロードを行うことが可
能となる見通しである。

当該プラットフォームは、ソフトウエア領
域に特化したプラットフォームであるととも
に、自動車メーカーやサプライヤーなど複数
のユーザーにサービス提供される見通しであ
り、水平プラットフォームとして開発されて
いると考えられる。本プラットフォームがデ
ファクトスタンダートとなれば、ソフトウエ
アを開発する企業は取引相手によって異なる
プラットフォームやツールの使い方を覚える
必要がなくなり、同じプラットフォームを活

用することで、類型 A の垂直プラットフォ
ームのように情報連携をより円滑にすること
ができると考えられる。

ボッシュとMicrosoftはこのほか、運転支
援システムや自動運転技術の強化に向けた生
成AIの活用でも連携することが発表されて
いるなど関係を深めていることがうかがえ
る。

Microsoftはドイツのサプライヤーである
ZF社ともソフトウエア開発領域で提携して
いる。ZF社は「cubiX」と呼ばれるプラット
フォームを開発しており、自動車本体のメー
カーや車種に関係なくダンパーやブレーキな
どのアクチュエ―ション制御を実装すること
ができる。

C　AI活用型プロセスイノベーション
〈解説〉
これまではヒトが行っていた業務にAIを

活用することで必要な人手を減らし、本来で
あれば取り組みたかったものの人手不足から
対応が難しかった業務をできるようにすると
いう取り組みである。

従来はRobotic Process Automation（RPA）
のように単純作業を自動化するソリューショ
ンが一般的であったが、近年ではAI技術の

表3　類型 B  水平プラットフォーム活用型プロセスイノベーションの事例

事例 概要

ボッシュとMicrosoftによるソフトウエアプラットフォーム 車載ソフトウエアの開発から自動車へのダウンロードを行
うことが可能なプラットフォームを開発中

ZF社とMicrosoftによるソフトウエア開発プラットフォーム 自動車本体のメーカーや車種に関係なくアクチュエータ制
御を実装することができるプラットフォームを提供

出所）各種公表資料を基に作成
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検討の精度や効率を向上させる取り組みを行
う企業として創設されており、AI活用を通
してプロセスを高度化する事例であるといえ
る。なお、本取り組みのうち、スパコン環境
を製薬会社に提供する事業は計算処理プロセ
スを切り出してサービス提供しているため、
類型 B の水平プラットフォーム活用型プロ
セスイノベーションにも当てはまるといえ
る。

D　�リソース多様化型�
プロセスイノベーション

〈解説〉
これまで、人手が不足している業務や人手

があれば可能となる業務には活用していなか
ったリソースを活用する取り組みである。デ
ジタル技術の活用により、従来はスキル面で
活用が難しかった人材が価値を発揮できた
り、外部リソースを活用することで効率的な
業務を行ったりすることが可能となる。

〈事例〉
本類型の事例は表 5 のとおりである。
トヨタ自動車は、Microsoftの「Power Plat-

form」を活用して市民開発を進めている。
市民開発とは、業務における課題を解決する
ソリューションを、情報システム部門が主導

発達により従来であれば特定領域で長い経験
を有する専門家でないと実施が難しかった業
務をAIに代替させる事例が出現している。
なお、本取り組みは技術伝承の観点でも有効
であり専門人材の確保が厳しい企業にとって
も有効であると考える。

〈事例〉
本類型の事例は表 4 のとおりである。
ENEOSとPreferred Networks社の取り組

みでは、技術的難易度が高いプラントのAI
による自動運転を実現した。プラントの運転
には通常時の運転と定期点検時の停止と再稼
働があるが、自動運転の対象は前者の通常時
運転となっている。もともとプラントの運転
手は計器の確認、上流工程／下流工程の状況
確認、生産計画の確認、状況を踏まえたプラ
ント運転など対応すべき業務が多いが、運転
を自動化することでその他の作業にかけられ
る時間が増え、現場職員の負荷低減につなが
っている。

三井物産とNVIDIAの連携では、創薬のた
めの生成AIの開発および三井物産子会社の
ゼウレカが保有するNVIDIAのGPUを搭載し
たスパコンを製薬会社が利用できるサービス
を提供している。ゼウレカはもともと創薬過
程におけるシミュレーションにAIを活用し、

表4　類型 C  AI活用型プロセスイノベーションの事例

事例 概要

ENEOSとPreferred Networks社によるプラントの自動運転 技術的難易度が高いプラントのAIによる自動運転を実現

三井物産とNVIDIAによる創薬AI 創薬過程におけるシミュレーションに生成AIを活用

出所）各種公表資料を基に作成
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ものと考えられる。従来はソフトウエアの完
成版を構築してから自動車に実装していた
が、Over The Air（OTA）技術注1により、
通信環境があればソフトウエアのアップデー
トやデータのやり取りができるようになった
ことが、このような取り組みを可能としてい
る。

3 代表事例分析から得られる示唆
これまで整理した類型 A ～ D の事例を踏

まえて得られる示唆を整理する。

（1）� �業界横断型プロセスイノベーションに
おいて、ソフトウエア構築などデジタ
ル関連領域ではプラットフォーム企業
の存在感が高まっている

類型 B の事例からも分かるとおり、自動
車業界においてGoogle、Amazon、Microsoft
といったプラットフォーマーの存在感が高ま
っている。事例として、表 3 で整理した以外
にも個別ソリューションの構築においては表
6 のような取り組みが見受けられる。

これらのほか、プラットフォーマーとテッ
ク企業が連携して自動車業界向けの汎用的な
ソリューションを構築している事例もある。
Amazon Web Services（AWS）とクアルコ

するのではなく、現場職員がローコード／ノ
ーコード技術を活用して自ら構築する取り組
みである。トヨタ自動車で国内最大規模を誇
る田原工場では市民開発が行われており、現
場の課題意識に対応する形でスピーディーに
ソリューション構築ができるので、より広範
囲での改善活動が可能となっている。

なお、市民開発においては活用するツール
上で現場職員がソリューション開発を行うた
め、情報システム部門が把握できないソリュ
ーションが活用されてしまう、いわゆるシャ
ドーITの発生を防ぐことができ、セキュリ
ティを確保しながらIT人材不足をカバーし
たり、現場の生産性を向上させたりすること
ができる。

テスラは、運転支援機能Full Self-Driving
（FSD）をベータ版の状態でリリースし、各
ユーザーに利用してもらいながらデータを収
集し、ソフトウエアをアップデートするとい
う取り組みを行っている。法規制や安全性の
観点については慎重に扱う必要があるもの
の、本活動は一定程度のクオリティのソフト
ウエアができ上がった段階で学習量を拡大す
るためにユーザーを巻き込んだトライアルを
行っているものと捉えることができ、社外の
ユーザーを人的リソースとして活用している

表5　類型 D  リソース多様化型プロセスイノベーションの事例

事例 概要

トヨタ自動車によるMicrosoftの「Power Platform」を活用
した市民開発

現場職員がローコード／ノーコード技術を活用して自ら現
場の課題を解決するソリューションを構築

テスラによるユーザーを活用したシステム開発 運転支援機能Full Self-Driving（FSD）をベータ版の状態
でリリースし、ユーザーを巻き込んだトライアルを実施

出所）各種公表資料を基に作成
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マーとOEMだけではなく、プラットフォー
マーとサプライヤー（特にTier 1 ）が連携し
て自動車開発用のプラットフォームを構築す
る動きが活発化している。プラットフォーム
構築以外の要素技術開発も含めると、現在の
自動車業界において最も広い領域をカバーし
ているのは、伝統的な自動車関連企業ではな
くテック企業であるといえる。今後、自動車
におけるソフトウエアの価値が増加し、自動
車の差別化要因がソフトウエアになってくる
と、メカ中心の自動車メーカーの収益性が悪

ム は、Software-Defined Mobility（SDM）注2

の開発のためのインフラストラクチャーとツ
ールの提供に向けたパートナーシップを締結
したと、2023年に発表した。

本稿で整理したのは膨大な取り組みのうち
の一部である。上記以外にも、同じ自動車会
社とテック企業の組み合わせで表 6 と異なる
ソリューションの開発がほかにも行われてい
たり、異なる組み合わせでのパートナーシッ
プが数多く公表されていたりする。これらの
事例を見ると分かるように、プラットフォー

表6　OEMとサプライヤーのテック企業との取り組み事例

カテゴリー 体制 取り組み概要 情報公表年

OEM

運転支援 メルセデス・ベンツ、
Google

「Google Maps Platform」を活用したナビゲーションシス
テムの開発計画を公表（Google マップのデータを活用し
た運転支援や店舗情報の提示など）※マップ情報の提示は
2023年時点で実現

2023年

運転支援 BMWグループ、
AWS

「AWS」を活用して先進運転支援システム（ADAS）を開発
する計画を公表（AWSのクラウドを活用することでデータ
量の増加に対応）

2023年

音声アシスタント トヨタ自動車、
Google Cloud 

「Google Cloud」を活用しインターネット接続を必要とし
ない音声アシスタントを開発計画を公表（2023年モデルか
ら実装と計画に記載）

2022年

車載向け基盤ソフト ルノーグループ、
Google

「Android」を活用し、車載向け基盤ソフトを共同開発して
いることを公表。2026年に販売予定の車から搭載予定 2022年

サプライヤー

ソフトウエア
開発プロセス

ヴァレオ（フランス）、
Google

生成AIを活用したソフトウエアエンジニアリングプロセス
を開発。要件分析、アーキテクチャ設計、テストケース生
成などを効率化する計画

2024年

データドリブン
ソリューション

HLマンド（韓国）、
AWS

AWSを活用したソフトウエア「MiCOSA（Mando inte-
grated Control Software Assembly）」の開発を公表。さ
まざまなデータを分析することで予測を踏まえたメンテナ
ンス、運転中のドライバーへのアラートなどが可能となる
見込み

2024年

音声アシスタント
コンチネンタル
（ドイツ）、

Google Cloud

生成AIを活用したスマートコックピットシステムを開発。
音声によるルート案内や車の操作案内などの指示が可能と
なる見込み

2023年

出所）各種公表資料を基に作成
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化する可能性があり、特にOEMはどのよう
に対応するのかをあらためて検討する必要が
あると考える。

（2）� �業界横断型プロセスイノベーションに
おいて、プラットフォームを構築する
主体は、下請け構造および取引関係に
よって決まる

類型 A 、 B の事例を踏まえると、日本の自
動車業界ではMBD推進センターの事例に見
られるように、OEMが主導してプラットフ
ォームを構築している一方、欧州ではボッシ
ュやZF社といったサプライヤーが主導する
ケースもあるということが分かる。

自動車産業の取引関係における日本と欧米
（特に欧州）との違いとして多く指摘される
のは、日本の場合は固定的な取引が多く、ケ
イレツが強い一方で、欧州は非固定的である
という点である。OEMからサプライヤーに
開発を依頼する際に、日本ではOEMがコン
セプトの具体化や設計をしたうえでシステム

（たとえばブレーキシステムなど）の構成要

素（たとえば基盤、ソフトウエアなど）ごと
に担当企業に発注するケースが多いが、欧州
ではシステム一式を設計なども含めて発注す
ることが多いことも、固定化の度合いに影響
を与えていると考えられる。

具体的には、欧州企業ではサプライヤーも
設計をリードできるケイパビリティを持つ必
要があるため、自律的に開発ができるが、日
本ではOEMとサプライヤーが連携して開発
を進めるため、サプライヤー側の自立度合い
が低く、またOEM側の開発スタイル（活用
しているモデル、ツールなど）が各社各様で
あるため、さまざまなOEMと協業するより
一定の得意先と継続的に取引する方が効率的
であるという状況になっている。

直近のプラットフォーム構築事例を踏まえ
ると、図 2 に示すように、日本のような取引
関係が固定的なケースでは、取引の発注元で
ある企業が取引関係企業の中でも強い影響力
を持っているので、そのようなトップレイヤ
ーを中心としてプラットフォーム構築が進む
可能性が高いと考えられる。一方、欧州のよ

図2　プラットフォーム整備主体の決定構造

検討対象となる
業界

下請け構造が深い
（例：自動車業界、

SIer業界、建設業界、
物流業界など）

取引関係が固定的
（例：ケイレツなど）

取引関係が非固定的

下請け構造なし、
または浅い

業界のトップレイヤーの企業
中心にプラットフォーム構築

課題領域のプレーヤー中心に
プラットフォーム構築

業界横断型のプラットフォー
ムを整備するインセンティブ
が小さくプラットフォームが
構築されにくい
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次に、業界特性を踏まえたプラットフォー
ム構築のモチベーションについて、自動車業
界やSIer業界、建設業界、物流業界などのよ
うに下請け構造の階層が深い業界では、関係
するプレーヤーが多くなるため、共通基盤を
整備することのメリットが大きく、プラット
フォーム構築を行うインセンティブが強いと
考えられる。一方、下請け構造の階層が浅い
サービス業などの産業では、業界横断型のプ
ラットフォームを構築するインセンティブが
弱く、社内の業務効率化に資する取り組みが
中心になるものと考えられる。

（3）� �企業内プロセスイノベーションにおい
て、AI活用型とリソース多様化型のど
ちらが適切かは、求められる正確性に
よって決まる

類型 C 、 D から、AI活用型プロセスイノ
ベーションは高い精度が求められる業務に向
いており、失敗が許されないプラントの自動
運転や、考えられる組み合わせが膨大であり
失敗するとリターンが得られないため、効率

うに取引関係が非固定的で、必ずしもトップ
レイヤーに強い影響力がない場合には、取引
の中でも改善余地がある領域を担当する企業
がプラットフォーム構築を進める可能性が高
いと考えられる。

日本の自動車産業のように、トップレイヤ
ーを中心にプラットフォーム構築が進められ
る場合、自社がプラットフォームの全体設計
をリードしたいという意向が働く可能性が高
く、競合企業と連携して業界最適を目指すこ
とは難しいと考えられる。一方、課題領域の
プレーヤーが中心となり、プラットフォーム
構築が進む場合、トップレイヤーと取引関係
がある複数のプレーヤーを中心にプラットフ
ォーム構築が進む可能性が高いため、当該課
題領域において業界全体での最適化が志向さ
れる可能性が高い。

今後、たとえばソフトウエアの価値が高ま
ってくると、ボッシュが進めているようなソ
フトウエア構築プラットフォームの価値が増
し、自動車業界の力関係に影響を与える可能
性があるといえる。

図3　AI活用型とリソース多様化型のどちらが適切かの判断基準

企業内
プロセス

イノベーション

高い正確性が
求められる

（失敗が許されない）

正確性よりも活動量
（トライアル回数、
データ量など）が
求められる

現在のリソースを
前提に業務効率化

外部リソースも
活用して業務効率化

AI活用型
プロセスイノベーション

リソース多様化型
プロセスイノベーション
（市民開発）

リソース多様化型
プロセスイノベーション
（ユーザー活用）
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のは活動を本格化させる初期フェーズにおけ
る「目指す姿の具体化」「体制構築」「合意形
成」に関するものであると考える（表 7 ）。
デジタル技術を前提としたプロセスイノベー
ションでは、デジタルが本質的にさまざまな
データをつなげて価値を生むものであること
から、従来の取り組みよりもかかわるステー
クホルダーが多くなることが想定される。そ
の分だけ意見の収束が難しかったり、コミュ
ニケーションに時間がかかったりするため、
表 7 に示す要諦は通常のプロセスイノベーシ
ョン活動以上に重要となる。

まず、目指す姿の具体化については、プロ
セスイノベ―ションは現場業務を変えること
につながるため、改善レベル（現状のプロセ
スをベースに変革）の取り組みではなく改革

（目指すべきプロセスをベースに変革）とい
う前提で検討を進めるべきである。そのよう
なゴールを設定してこそ、トップのコミット
メントや組織的なアサインが可能となり、ひ
いては経営指標にポジティブな効果をもたら
すプロセスイノベーションが実現できる。第
Ⅱ章で見たように、日本企業は概して米国と
比較してIT投資の規模が小さいなど、思い

を上げるだけではなく、高い精度の予測が求
められる創薬分野でAIの導入が進んでいると
いえる。

一方、リソース多様化型プロセスイノベー
ションは、トライアルを通して質を高めてい
くような取り組みに向いているといえる。た
とえば、市民開発であれば、現場社員に自分
たちの業務上の課題を解決するソリューショ
ンを自由に開発させたうえで効果的なソリュ
ーションのみが普及していくという意味で、
質よりも量を重視した取り組みであるといえ
る。

また、ユーザーを活用したシステム開発
は、ベータ版の状態でシステムをローンチ
し、各ユーザーにテスト的に使ってもらいな
がら得られたフィードバックを踏まえてアッ
プデートするという意味では、まず量を追う
ことで質を向上させるアプローチであるとい
える（図 3 ）。

Ⅳ	企業において
	 プロセスイノベーションを
	 実現するための要諦

本章ではこれまでのコンサルティングプロ
ジェクトでの経験や有識者とのディスカッシ
ョンを踏まえて、企業においてプロセスイノ
ベーションを実現するための要諦について整
理する。なお、業界横断型プロセスイノベー
ションは、後述するように日本政府も関与し
て構築すべきであると考えるが、ここでは企
業目線でプロセスイノベーションを実現する
ためのポイントを述べる。

プロセスイノベーションを実現するポイン
トは、さまざま指摘され得るが、最も重要な

表7　プロセスイノベーションを実現するための要諦

カテゴリー 要諦

目指す姿の具体化 ● 改善ではなく改革をゴールとして設定

体制構築
●（兼任者中心ではない）専任組織を設置
● チームには現場出身者をアサイン
● 実務とデジタルの両方を理解する体制構築

合意形成
● 目指す姿を関係者全員で常に確認、意識できる仕組み
を構築
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とができる当該部署出身のプロジェクトメン
バーが必須となる。
また、デジタルを前提としたプロセスイノ
ベーションを実現するためには、プロジェク
ト組織として実務とデジタルの両方を理解し
ている状態を実現する必要がある。デジタル
の観点からは、プラットフォーム、システム
運用、データ標準化など、広範な知識が求め
られる。もっとも、伝統的な企業でこれらの
知識や経験を備えた人材を十分に確保するこ
とは難しいと思われる。そのような場合は外
部の適切な企業と連携しながら取り組みを進
めることが効果的である。

3 点目は合意形成についてのポイントだ
が、よくいわれるようにトップメッセージを
打ち出すだけではなく、目指す姿を関係者全
員で常に確認・意識できる状態を確保するこ
とが、長期の変革においては重要である。具
体的な手法としては、たとえば目指す姿を絵
と文章で分かりやすくかつ簡潔に表現し、誰
もがいつでも参照できるようにしておくこと
が考えられる。加えて、資料化した目指す姿
は、改革を進める中でも常にチェックするよ
うにしたい。たとえば、会議資料の冒頭に目
指す姿のイメージ図を毎回入れ込んでおくこ
とも、簡単だが有効な手段である。

検討が具体的なフェーズに入ってくると多
様な論点が出てくるため、ややもすると改善
レベルの議論に陥りがちである。そのような
事態を避けるためにも、目指す姿を資料化す
ることでプロジェクトメンバーが常にゴール
を確認できる状況をつくるべきである。併せ
て、現場とのコミュニケーションはリモート
ではなく、極力、対面形式で行うべきであ
る。常日頃から現場に足を運び、課題意識や

切った取り組みを行うことを避ける傾向にあ
る。そこで、たとえば開発工程の業務効率が
向上するという業務プロセスごとの効果だけ
ではなく、それらの結果として収支などの経
営指標にどのくらいのインパクトがあるのか
を数字で試算することで関係者のモチベーシ
ョンを上げるなどの工夫が重要である。

次に体制構築については、改革プロジェク
トを担う部署を立ち上げたうえで、プロジェ
クト全体のリーダーやワーキンググループの
リーダーには必ず（他部署との兼任者ではな
く）専任者を配置すべきである。変革のため
に組織を立ち上げることは、会社として改革
に本気で取り組む姿勢を示していることにな
るほか、専任者を配置することでリーダー級
の社員が改革にフルコミットすることができ
る。

よく見受けられるのは、活動初期にスモー
ルスタートで様子見をしようとなったもの
の、プロジェクトメンバーの大多数が兼任者
であり、思ったように改革業務に集中できず
に成果が出ないまま組織内の熱量が冷めてし
まうケースである。このような事態を避ける
ためにも、キーパーソンは専任とすることが
重要であり、そのような人事を実現するトッ
プの胆力が求められるといえる。このとき、
チャレンジングなミッションに挑む専任者を
適切に評価することを忘れてはならないこと
はいうまでもない。

併せて、チームメンバーには影響を受ける
と想定される部署出身者を含めることが重要
である。改革を進める中で現場の社員は必ず
不安を抱く。そのときに活動の目的を正しく
伝え、彼らの不安を解消するには、現場業務
を詳細に把握しており、活動の趣旨を語るこ
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改革に対する思いを汲み上げておくことが信
頼感の構築にもつながり、最終的には円滑な
変革を実現することになる。

Ⅴ	政府として求められる対応

日本企業がプロセスイノベーションを実現
し、生産性を向上させるためには、政府も重
要な役割を担うべきであると考える。政府が
担う役割としては、業界横断型プラットフォ
ームの構築支援および企業内プロセスイノベ
ーションの促進支援である。

業界横断型プラットフォームの構築支援に
ついては、第Ⅱ章でも指摘したとおり、日本
では業界に最適なプラットフォームが構築さ
れにくい状況にあると考えられるため、政府
が第三者的な立場からプラットフォーム構築
をサポートすることが一つのオプションにな
り得る。業界横断型プラットフォームを構築
するような取り組みは、危機的な経営状況に
ない企業にとってモチベーションが湧きにく
い。

そこで、政府として業界全体が感じている
共通の困りごとや危機を可視化することで業
界全体での共通認識を醸成し、議論を加速さ
せることも一つの手段である。実際に、自動
車産業全般にかかわり、今後のソフトウエア
領域の拡大に伴って重要性が高まるセキュリ
ティについては、各社がハッキング被害に遭
うリスクを抱えていることもあり、トヨタ自動
車やマツダ、サプライヤー企業など116社が加
盟する業界団体「Japan Automotive ISAC」
がソフトウエアの部品表（BOM）の標準化
を進めている。

なお、政府としてサポートする際には、自

動車メーカーに加え、大学やソリューション
ベンダーから有識者を招き、多角的な意見収
集を行うことが望ましいと考える。特に、プ
ラットフォームにおいては、各社が共有した
くない情報（知財にかかわるところなど、各
社が自社の競争力の源泉と捉えている情報）
の秘匿性が確保される必要があり、どのよう
な仕組みとするかについて十分に議論を行う
必要がある。

次に、企業内プロセスイノベーションの促
進支援については、政府として企業のIT投
資を後押しする政策を実施することが考えら
れる。今後、ソフトウエアの開発工数が増加
すると、ソフトウエア構築を行うシステムの
質の重要性が高まると考えられる。しかし、
先に見たように、米国と比較して日本企業の
システム投資は小規模である。そのような過
去の経緯が製品開発、ひいては企業の競争力
に影響を与えることは避けなければならな
い。

既存の支援スキームでは中小企業向けを主
として最大でも 1 億円程度の規模となってい
るが、システム投資は高額になることが多
く、対象企業のスクリーニングを丁寧に行う
ことを前提として予算規模を拡充することが
望まれる。また、プロセスを変えるというこ
とは組織を変えることにもつながる。プロセ
スイノベーションの促進と合わせて組織変革
についても支援を行っていくことが望ましい
と考える。

また、IT人材の不足もよく指摘されてい
るところであり、政府としては質と量の観点
から計画的に人材育成を後押しする必要があ
る。足元ではOEMやサプライヤーがIT人材
の獲得を進めているが、今後はほとんどの業
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界でIT人材のニーズはさらに高まるはずで
あり、さらに需給ギャップが拡大する可能性
もあり、自動車業界に限らない課題となって
いる。

企業に対する支援内容としては、本稿で分
析を行ったようなプロセスイノベーションに
関するものと、プロセスイノベーションを実
現する前提となるデータの一元管理環境の整
備や老朽化したシステムのリプレイスなどが
考えられる。また、投資対象については、
OEM、サプライヤー（主にTier 1 ）ともに
設定することが重要だと考える。包括的な支
援を行うことで、業界全体の生産性が向上す
ることが期待される。

Ⅵ	おわりに

本稿では、製造業の中でも自動車業界を中
心に論じたが、他業界でも多かれ少なかれ類
似の状況に直面していると思われる。

日本では製造業以外の業界も含めて現場ス
タッフが高い能力を持っているが故に、仕組
み化や標準化が進めにくい環境にあった。し
かし今後、人口減少が進み、労働力の獲得競
争が激しくなり、人手不足がさらに深刻化す
る可能性がある。また、電気自動車（EV）
市場においては、過去のレガシーに縛られな
い新興企業の活躍が目立っており、既存の自
動車会社にとって脅威となっている。

過去のレガシーに縛られないということは
現時点で最適なプロセス／仕組みを導入でき
るということであり、大きな競争優位性にな
っている。たとえば、伝統的な企業がソフト
ウエアのモジュール化を進めようとしても、
すでにあるソフトウエアをベースに検討する

ため、どうしても過去の仕組みに引っ張られ
た方向で活動が進んでしまう。

一方で、新興企業であれば、フラットな状
態から全体像を描くことができるため、より
扱いやすいソフトウエアを構築できるといっ
たことを意味する。これらの事態に備える意
味でも、プロセスイノベーションを進めるこ
とで組織や事業の強靭化を図ることが重要で
あると考える。

本稿で論じた提案が自動車業界だけではな
く、広く製造業、その他産業の生産性向上の
後押しとなれば幸いである。

注

1 ワイヤレス通信によりソフトウエアをアップデ
ートすること

2 自動車の操作性やエンターテインメント機能な
どをソフトウエアアップデートによって随時機
能向上させることができる自動車のこと
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